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事業事前評価表 

１．案件名 

カンボジア国 水道事業人材育成プロジェクト（フェーズ 2） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本協力では鉱工業･エネルギー省水道部による各州都の公営水道局に対する支援機能を強化し、

また、技術研修・ＯＪＴを通じて公営水道局職員の技術能力向上を行うことを目的とする。プロジェクト

（フェーズ1）で育成された、プノンペン市水道公社（Phnom Penh Water Supply Authority 以下、

PPWSA）職員を指導者として起用し、PPWSAによって良好に継続的に実施されている公営水道局職員

向けの研修についても活用する。プロジェクトを通じて、8 州都の公営水道局職員に対して水供給施

設の運転・維持管理能力向上のための研修を実施し、マニュアル作成支援、持続的な体制整備支援

を行う。 

なお、各州都の公営水道局に対する経営面の支援については、日本を始め、世銀やUNDPによる過

去の協力を通じて、ノウハウが鉱工業･エネルギー省水道部にある程度蓄積されてきているため、鉱工

業･エネルギー省水道部が直接公営水道局を支援することとなっている。このため、本プロジェクトでは

8州都の公営水道局職員の技術能力の向上に重点を置いたプロジェクトを実施する。 

（２） 協力期間： 2007 年 4 月～2011 年 3 月（約 48 ヶ月） 

（３） 協力総額（日本側）： 約 4.6 億円 

（４） 協力相手先機関 

１）鉱工業･エネルギー省（Ministry of Industry, Mine and Energy (以下、MIME)）： 

 水道分野の政策立案および各種規制の適用を担当。 

２）8 州都公営水道局：水供給施設の運転・維持管理、水道事業を担当。 

・ シェムリアップ水道局（我が国の無償資金協力により浄水場施設整備済） 

・ シハヌークビル水道局（世銀により浄水場施設整備済） 

・ バッタンバン水道局、プルサット水道局、コンポントム水道局、コンポンチャム水道局、カンポット

水道局、スバイリエン水道局（ADB により浄水場施設整備。2007 年 3 月に竣工予定） 

（５） 国内協力機関 

厚生労働省、北九州市水道局 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

１）直接的裨益対象者 

8 州都公営水道局（約 84 人）、 鉱工業･エネルギー省水道部職員（約 16 人）、計約 100 人 

２）間接的裨益対象者 

8 州都水道局の給水区域内在住者（約 26 万人） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

カンボジアでは、内戦後、日本及び他ドナーの協調によりPPWSAへ水供給施設建設及び運転・維持
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管理技術にかかる支援が行われ、給水能力の拡大および人材の能力向上が実現した。 

その一方で、MIME水道部が管轄しているプノンペン市以外の都市公営水道局（14都市で運営）の給

水能力は依然として低く、国民全体に安全な水が行き渡っていない。2005年にMIMEが実施した調査

（Urban Water Supply Sector Performance Review）によると、安全な水にアクセスできているのは都市

人口全体のわずか37％に過ぎない。 

この状況を打開すべく、新たに日本の無償資金協力による水道施設建設（シェムリアップ州）、ADB、

WBの融資による水道施設改修・建設が主要8都市で行われた。しかし、これらの施設を運転・維持管

理する水道局職員の人材育成を担っているMIMEにおいては、未だ人材育成の体制が未整備である。 

8都市において新たな施設の運転・維持管理を適正かつ効率的に行うために、プノンペン市水道公

社を対象とした「カンボジア国水道事業人材育成プロジェクト」（2003年10月～2006年10月）に引き続

き、8州都の公営水道局技術者の能力強化を目的とした人材育成が急務となっている。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

1991年のパリ和平合意以降、「カ」国政府は国家再建に取り組んできた。2004年7月にフンセン首相

により提唱された「四辺形戦略（Rectangular Strategy）」では、全ての市民に安全な水を提供すること

が重点の1つであることが述べられている。また、2006年1月に策定された「国家戦略開発計画

（National Strategic Development Plan (以下、NSDP): 2006-2010）」では、その国家開発目標の一つに

“量、質共に年間を通した需要に見合う水供給がなされる”と掲げられている。 

また、「カ」国の水セクターに関わる関係省庁からなる調整会議（Coordination Committee for 

Development of Water Supply and Sanitation Sector）が作成した「上水と衛生に係る国家政策（National 

Policy on Water Supply and Sanitation）」が2003年2月に承認されており、その中の第1章に各州の都市

給水強化のための方針が明記されている。 

全国の都市給水を管轄しているMIMEも14州都公営水道局からなる「全国公営水道会議」を開催す

るなど、関係機関のネットワーク化を図り、相互協力のための体制整備を開始している。 

以上を踏まえ、本プロジェクトは、「カ」国政府の政策に合致するものであり、対象とする各州の公営

水道局の能力強化のために重要なプロジェクトとして位置付けられる。 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付

け） 

我が国のカンボジア国別援助計画の中で上水道の整備は「社会経済開発のための基盤整備」の重

要な課題の1つとして取り上げられている。それに対する援助方針として、インフラ整備率の面で首都と

地方との格差を埋め、中長期的かつ全国的な視点に立ち、技術・技能者育成の技術協力に取り組ん

でいくこととなっており、本プロジェクトはその方針に則ったものである。 

また、上水道分野への支援は、JICAカンボジア国別事業実施計画の重点分野「社会セクター開発」

に属するものであり、本プロジェクトは開発課題における協力プログラム「都市生活環境改善」の一翼

を担うプロジェクトとして位置付けられる。 
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また、本件は、都市貧困層を含む8州都水道局の給水区域内在住者（現時点26万人）を裨益対象者

とし、人間の生活に欠かせない安全な水を供給するための能力向上を図ることを目的とするもので、

「人間の安全保障」に直接寄与する案件といえる。 

（４） 他国機関の関連事業との整合性 

以下のとおり他ドナーによる給水施設整備がなされており、本件技術協力プロジェクトはそれらを補

完するものと位置付けられる。 

１） 世銀による Urban Water Supply Project 

   （対象都市：シハヌークビル（2004 年終了） 

 （内容）浄水場の施設整備 

２） ADB による Provincial Towns Improvement Project 

   （対象都市：バッタンバン、カンポット、コンポンチャム、コンポントム、プルサット、スバイリエン（実

施中）） 

 （内容）浄水場の施設整備、配水管網の一部整備 

３） 世銀による Provincial and Peri-Urban Water and Sanitation Project (2003-2008) 

   （対象：約 140 市町村） 

（内容）浄水場の施設整備、資機材調達支援 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

１） プロジェクト目標と指標・目標値 

8州都の公営水道局(Targeted Provincial Waterworks。以下、TPW)において、フェーズ1のプロジェクト

で蓄積された経験を活用し、水供給施設を運転･維持管理する能力が向上する。 

【指標・目標値】 

(a) 各TPW技術職員（プロジェクト開始時点合計84名）が、本プロジェクトで作成・改善したマニュア

ルに基づき、水供給施設を運転・維持管理できるようになる。 

(b) 各TPWにおいて、配水された水の濁度、pH、残留塩素が常にカンボジア水質基準を満たし、３

TPW（シェムリアップ、シハヌークビル、スバイリエン）においては鉄分濃度が常にカンボジア水

質基準に適合している。 

(c) 各TPWにおいて、毎日、浄水計画に応じた水が生産される。 

(e) 各TPWにおいて、常に適正水圧が維持される。 

 

２） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

カンボジアの「全国公営水道会議」に参加している14都市の都市部における水供給施設の運転・維

持能力が向上する。 

【指標・目標値】 

(a) PPWSA及びプロジェクト対象水道局の８TPWで配水された浄水の濁度、pH、及び残留塩素が

常にカンボジア水質基準を満たし、３TPW（シェムリアップ、シハヌークビル、スバイリエン）にお
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いて鉄分濃度が常にカンボジア水質基準に適合している。 

(b) 残りの５TPWにおいて、本プロジェクトのプロジェクト・サポート・チーム（PST）スペシャリスト(*1)

を含むMIMEのマネージメント・アシスタント・チーム（MAT。*2）メンバーによる技術支援を通し

て、配水された水の濁度及びpHがカンボジア水質基準に適合する。 

  *1 … MIMEから選ばれたプロジェクト・マネージャー、アウトプット・マネージャー、技術スペシャ

リスト、及びTPWから選ばれた技術スペシャリストから成る。本プロジェクトの活動をバッ

クアップする。 

  *2 … MIME水道部職員とTPWのメンバーにより、設立された。14公営水道の技術面、経営面の

バックアップを行っている。 

 

（１） 成果（アウトプット）と活動 

アウトプット１  TPWにおいて、水質試験に係る能力が向上する。 

【指標・目標値】 

(a) 各TPWにおいて、必要な水質試験項目が、マニュアルに基づき、定められた頻度で分析され

る。 

(b) 各TPWにおいて、MIMEに対する水質試験年間報告書(クメール語)が提出される。 

(c) プロジェクト終了までに、各TPWにおいて、全ての関連職員（プロジェクト開始時点で合計１３

名）がマニュアルに基づき水質検査を行うことができる。 

 

【活動】 

1.1 TPW の関連職員のための水質試験に係る集団研修（PPWSA にて）及び地方研修を毎年実

施する。 

1.2 各 TPW において、活動 1.1 で作成または改善したマニュアルを活用し、水質試験を行う。 

1.3 各 TPW において、水質試験結果に係る MIME に対する年間報告書を作成する。 

 

アウトプット２  TPW において、浄水処理に係る能力が向上する。 

【指標・目標値】 

(a) 各TPWにおいて、毎日、運転日誌がフォーマットに従って作成される。 

(b) 各TPWにおいて、沈殿処理水の濁度が常に各TPWの目標値を満足する。 

(c) 各TPWにおいて、浄水の残留塩素が常に各TPWの目標値を満足する。 

(d) 各TPWにおいて、ろ過池が、常に各TPWのろ過速度・ろ過抵抗の目標値に従って、運転される。 

(e) 各TPWで、浄水処理マニュアル（5種類の個別マニュアルを含む）が作成される。 

(f) 各TPWにおいて全ての関連職員（プロジェクト開始時点で合計４２名）がマニュアルに基づき浄

水処理に係る活動を行うことができる。 
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【活動】 

2.1 各 TPW において、浄水処理のための運転日誌を導入または改善する。 

2.2 各 TPW において、水需要に応じた水道給水を開始又は向上する。 

2.3 6TPW（シェムリアップ、シハヌークビル、バッタンバン、カンポット、コンポントム、プルサット）

において、濁度・pH に係る薬品注入技術を導入または改善する。 

2.4 各 TPW において、浄水処理工程での塩素制御を改善する。  

2.5 ろ過池のある 7TPW（シェムリアップ、シハヌークビル、バッタンバン、プルサット、カンポット、

コンポントム、スバイリエン）において、ろ過池の運転及び維持管理手法を改善する。 

2.6 沈殿池のある 6TPW（シェムリアップ、シハヌークビル、バッタンバン、プルサット、カンポット、

コンポントム）において、沈殿池の維持管理手法を改善する。  

2.7 各 TPW において、ポンプ設備の運転を改善する。 

2.8 各 TPW において、活動 2.3～2.7 の一環として作成または改善した 5 種類のマニュアルをま

とめて、浄水処理マニュアルを作成する。 

 

アウトプット３ TPW において、電気施設の操作・日常保守に係る能力が向上する。 

【指標・目標値】 

(a) 各TPWにおいて、電気施設操作・日常保守マニュアルがクメール語・英語で作成される。 

(b) 各TPWにおいて、マニュアルに基づいた電気施設の操作が行われる。 

(c) 各TPWにおいて、マニュアルに基づいた電気施設の定期点検が記録される。 

(d) 各TPWにおいて、少なくとも1人の関連職員が施設の正常・異常を判断し、異常の場合は原因

を特定する能力がついている。 

(e) 各TPWにおいて、維持管理に関して関連メーカーとの連絡体制が確立される。 

(f) 各TPWにおいて、全ての関連職員（プロジェクト開始時点で合計１９名）がマニュアルに基づき

操作・日常保守に係る活動を行うことができる。 

 

【活動】 

3.1 TPW の関連職員のために、電気施設（自家用発電機、受配電設備、電動設備、計装設備）

の操作・日常保守に係る集団研修を PPWSA で実施する。 

3.2 各 TPW において、電気施設の操作・日常保守に必要な技術資料を作成または改善する。 

3.3 各 TPW において、自家用発電機及び受配電設備の操作手法を導入または改善する。  

3.4 各 TPW において、電気施設の日常保守手法を導入または改善する。 

3.5 各 TPW において、マニュアルをまとめて電気施設の操作・日常保守マニュアルを作成する。

 

アウトプット４  TPW において、機械施設の日常保守に係る能力が向上する。 

【指標・目標値】 

(a) 各TPWにおいて、機械施設日常保守マニュアルがクメール語・英語で作成される。 

(b) 各TPWにおいて、マニュアルに基づいた機械施設の操作が行われる。 
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(c) 各TPWにおいて、マニュアルに基づいた機械施設の定期点検が記録される。 

(d) 各TPWにおいて、少なくとも1人の関連職員が施設の異常を判断し、原因を特定する能力が身

に付いている。 

(e) 各TPWにおいて 維持管理に関する関連メーカーとの連絡体制が確立される。 

(f) 各TPWにおいて全ての関連職員（プロジェクト開始時点で合計３８名）がマニュアルに基づき操

作・日常保守に係る活動を行うことができる。 

 

【活動】 

4.1 TPW の関連職員のために、機械施設（塩素注入設備、薬品注入設備、ポンプ設備）の日常

保守に係る集団研修を PPWSA で実施する。 

4.2 各 TPW において、機械施設の日常保守に必要な技術資料を作成または改善する。 

4.3 各 TPW において、機械施設の日常保守手法を導入または改善する。 

4.4 各 TPW において、活動 4.3 の一環として作成または改善した 3 種類のマニュアルをまとめ

て、各 TPW の機械施設の日常保守マニュアルを作成する。 

 

アウトプット５  TPW において、配水施設の維持管理に係る能力が向上する。 

【指標・目標値】 

(a) 各TPWにおいて、老朽管の更新計画が作成される。 

(b) 各TPWにおいて、約1ｋｍの管路が布設される。 

(c) 設計に基づいた位置に正確に(±10%)管路が布設され、その管路は常に耐水圧7.5kgf/cm2を有

する。 

(d) 漏水調査が各TPWにおいて年2回実施される。その結果、発見される漏水件数がプロジェクト開

始時点より増加する。 

(e) 盗水調査が各TPWにおいて年2回実施される。その結果、発見される盗水件数がプロジェクト開

始時点より増加する 

(f) 各TPWにおいて全ての関連職員（プロジェクト開始時点で合計２６名）が配水施設の維持管理

に係る活動を行うことができる。 

 

【活動】 

5.1 各 TPW の管路更新計画（パイロットゾーン設定を含む）を策定する。 

5.2 TPW の関連職員のために、毎年、管路更新工事の施工管理に係る集団研修を PPWSA で

実施する。 

5.3 各 TPW のパイロット・ゾーンにおいて管路更新工事を行う。 

5.4 TPW の関連職員のために、毎年、無収水対策に係る集団研修を PPWSA で実施する。 

5.5 各 TPW において、無収水対策を導入または改善する。 
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アウトプット０  プロジェクトが PST によって適切に管理・運営される。 

【指標・目標値】 

(a) MIMEのMATを活用し、プロジェクト開始時にPSTが設立される。 

(b) プロジェクト開始から3ヶ月以内にモニタリング調査報告書が作成される（英語） 

(c) プロジェクト開始から3ヶ月以内に暫定PDM及び暫定POが見直され、確定する。 

(d) プロジェクト開始から3ヶ月以内にプロジェクト全体及び各TPWのAnnual PO (APO)が策定され

る。 

(e) PO/APOに基づき、プロジェクトが定期的にモニターされる。 

 

【活動】 

0.1 PST を設置する。 

0.2 8 州都の TPW の水道施設の運転・維持管理能力 (指標に関する情報を含む）を調べるため

にモニタリング調査を行う。 

0.3 プロジェクトを PDM と PO に基づき管理運営する。 

0.4 関連機関（NGO を含む）との連携を強化する。  

0.5 必要に応じてエンドライン調査を行う。 

 

（２） 投入（インプット） 

１）日本側 

■専門家派遣（合計 257M/M 程度（日本側：約 200.5M/M、カンボジア側：56M/M）を想定） 

長期専門家 

チーフ・アドバイザー/配水施設/電気設備、浄水処理、業務調整/研修 

短期専門家 

水質試験、浄水処理、電気施設、機械施設、配水施設 

■研修員受け入れ 

（本邦研修） 

水質試験研修、電気設備研修、機械設備研修、配水施設研修 

（PPWSA における集団研修） 

水質試験研修、電気設備研修、機械設備研修、配水施設研修 

■在外事業強化費 

・モニタリング調査費用 

・エンドライン調査費用 

・研修経費（PPWSA 職員派遣等を含む）等 

■研修用機材 

水質試験機材、管路機材、配水管理用資機材、漏水探査機器、電気機械関連資機材 
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２）カンボジア側 

■カウンターパート配置 

・ PST（16 名） 

・ 各 TPW のプロジェクト・スタッフ （84 名） 

■施設 プロジェクト活動に必要な土地・建物・施設、専門家執務室の提供 

■その他 活動実施に必要なローカル・コスト 

 

（３） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）政策的要因： 「カ」国における公営水道局に対する水道政策が変化しない。 

２）行政的要因： MAT、各水道局の技術者、及び PST スペシャリストが離職しない。 

３）経済的要因： 必要な資金が担保される。 

４）社会的要因： 原水の著しい汚染が起こらない。深刻な自然災害が起こらない。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１） 妥当性 

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

 「カ」国では、2005年時点で都市人口全体の37%しか安全な水へのアクセスができない状況であ

り、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 対象とする 8 公営地方水道局では、各ドナーの協力を得て浄水場施設の建設・改修が進めら

れてきた。しかし、水供給施設の運転・維持管理を行うために必要な人材の不足により、給水

量、水質共に不安定な状況にある。このような状況を緊急に改善する必要があり、カンボジア政

府が掲げる水道分野の人材育成というニーズに合致している。 

 給水能力の向上は、「カ」国政府による「四辺形戦略」、「NSDP」、「上水と衛生に係る国家政策」

等に掲げられており、先方政府の国家政策との整合性がある。 

 上水道の整備は、我が国のカンボジア国別援助計画の中で「社会経済開発のための基盤整備」

の中で重要な課題として取り上げられている。また、その援助方針としてインフラ整備率の面で

首都と地方との格差を埋め、中長期的かつ全国的な視点に立ち、技術・技能者育成の技術協力

に取り組んでいくとなっており、本プロジェクトはその方針に則っている。 

 本件は、JICAカンボジア国別事業実施計画の中で「都市生活環境改善」プログラムの一翼を担

うプロジェクトとして位置付けられ、整合性が担保されている。 

（２） 有効性 

本案件は、以下の理由から有効性が見込まれる。 

 MIMEおよび 8 州都公営水道局職員をターゲットグループとし、彼らの施設の運転・維持管理能

力の向上度合いを測る指標が設定され、プロジェクト目標が明確に示されている。 

 無収水率（シェムリアップのみ目標値を設定）、濁度、pH、残留塩素、適正水圧等の指標は日常

業務から容易に入手可能であり、モニタリングの手段としても有効なものと見込まれる。 
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（３） 効率性 

この案件は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

 フェーズ1で育成されたPPWSA職員が現地講師として、水質試験、配水管理の分野で協力する

予定となっている。また、フェーズ1で立ち上げられた地方水道職員向けの研修を活用すること

で、効率的に技術移転を行うことが可能である。 

 我が国の水道事業は各地方自治体が担っており、公営水道の運転・維持管理の技術について

はその経験を最大限に生かすことができる。 

 日本人専門家は、フェーズ1の実施にも大きく関わった北九州市水道局からの派遣が予定されて

おり、既にカンボジアの水道事情に良く通じている。フェーズ1にてカンボジアに派遣された専門

家を必要なタイミングで投入することで、効率的なプロジェクト実施が期待できる。 

 8州都公営水道局においては、我が国無償資金協力、ＡＤＢ、ＷＢの協力により水供給施設の整

備がなされたが、水質試験、浄水処理、電気施設、機械施設、配水施設に関する技術が不十分

であり、本件はこれを支援するものである。 

（４） インパクト 

この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

 上位目標である「カンボジアの都市部における水供給施設の運営・維持管理能力が向上する」

に関しては、本案件の経験・ノウハウが「全国公営水道会議」やMATの活動を通して他の公営水

道局にも共有されることにより、8州都以外のいくつかの都市部で実現されることが見込まれる。 

 本案件で対象とする 8 州都公営水道局が各地域での核となる組織として実力を高め、周辺の

零細水道事業体（民間を含む）にその知識・経験・ノウハウを伝え、結果として地域全体の水道

施設の維持管理能力が向上するという波及効果が期待できる。 

 本件技術協力プロジェクトにおいては、現地にて活動を行っている国際NGOとの連携により、水

質の改善と併せて、市民への衛生教育の機会も提供することを計画しており、住民が衛生的な

水を確保することにより、水因性疾病の減少等、衛生面での改善が見込める。 

 給水エリアの拡大により、女性や子供の水の調達にかかる労力が軽減され、余暇時間が女性に

よる生産活動や児童の就学に当てられる可能性がある。このように長期的な視野に立てば対象

地域の住民の生計向上、貧困削減に貢献することが期待される。 

 対象となる 8 公営地方水道局は、各地域の水道事業の核となることが想定されており、その周

囲で水道事業を営む民間水道事業体への技術の波及が期待されている。これにより、地域全体

の能力向上が見込まれる。 

（５） 自立発展性 

以下の通り、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されるものと見込ま

れる。 



 x

 本案件は、現在MIME主導の下で実施されているカンボジアの地方公営水道局の能力育成のた

めの主要プロジェクトとして位置付けられており、地方公営水道局職員の水道施設の運転・維持

管理能力向上のためのシステムを構築し、カンボジアにおける水道職員の人材育成を継続的に

行っていくものである。「上水と衛生に係る国家政策（National Policy on Water Supply and 

Sanitation）」が策定され、「全国公営水道会議」が継続的に実施されるなど、カンボジア側の制度

支援へのコミットメントは高く、継続的な政府予算確保も期待できる。 

 フェーズ1においてMIME水道部の主導により、同水道部職員と地方公営水道のメンバーによる

MAT が設立され、13州都公営水道の技術面、経営面のバックアップを開始している。既に彼ら

で面倒を見ることのできる技術レベルについては、研修（数日間）を行っている。MAT は現時点

で総勢21名、その内、地方水道局からも4名参加している。本件プロジェクトの活動を通じてMAT

はさらに能力を上げ、彼ら自身で全14州都公営水道局のバックアップを強化していくことが見込

まれている。 

 フェーズ1で採用された効果的な水道職員の育成方法をフェーズ2でも実施していくことによって、

カンボジアの水道セクター全体の能力向上システムが強化され、将来的にも持続していくことが

見込まれる。 

 カンボジアでは、地方分権法（Organic Law）案が今年（2006年）中に策定される予定となってお

り、その中で各地方自治体の権限が明確になることが見込まれている。一方で都市水道として整

理される、14州都の公営水道局に関しては、民営化ではなく、公社化を目指していくというカンボ

ジア側の水道政策があるため、本協力により移転される技術は引き続き公営水道局で活用され

ることが見込まれている。 

 カンボジアにおける水道事業に関しては、フェーズ1で行ったように主要都市の公営水道の能力

向上をまず図り、それを周囲の市町村にも普及させていくというアプローチと、最近世銀やADB

が実施している、14州都の公営水道局以外の中規模以下の都市水道に対しては民間を活用し

て市町村の給水率を上げていくというアプローチを組み合わせてカンボジア全体の水需要をカバ

ーしていくことが想定されている。今後も十分な協力期間を確保することにより、協力の成果を活

かしていくことが肝要である。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

水汲みは、主に、女性と子供の仕事である。上水道による給水が実現されることにより、その負担が大

幅に軽減される。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

タイ、インドネシア等過去の水道事業人材育成案件では、研修センターの設置による水道分野の人材

育成事業が大規模に実施されていた。しかし、地方分権化により、水道部の主体が各自治体に移管され

ることにより、地方の施設を使ったより実践的な研修が有効となった。 

カンボジア国水道事業人材育成プロジェクト（フェーズ 1）では、①OJT の要素を多分に取り入れ、②カ

ンボジア人の指導者育成等も行って、効果を上げてきた。 

フェーズ 2 では、この手法を踏襲しながらも、フェーズ 1 の終了時評価時に課題として挙げられた「職員

の日常業務に必要な時間とのバランス」に配慮した研修計画の設定を行っている。 
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８．今後の評価計画 

中間評価 ： 2008 年 12 月頃 

終了時評価 ： 2010 年 9 月頃 

事後評価 ： 協力終了 3 年後を目処に実施予定 

 




